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中国国有企業における雇用改革
唐　　　　　伶＊
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おわりに
はじめに
　中国では1978年から対内外的政策にもとづき急速な経済発展を遂げている。対内的には「経
済の活性化」，対外的には「経済の開放」である。そのような経済発展にともない外資系企業
の進出が増え続けている。企業における人材需要もそれに応じて変化してきている。
　従来の国有企業では人事制度や教育制度は整備されていなかった。そのために人材の質と量
ともに需要に対して人材不足している状態となっている１）。しかしながら，人材不足という状
況下において，外資系企業では人材を獲得してきている。その格差には国有企業に比べて，よ
り良い職場環境や良い報酬などの経営戦略が影響している。
　そのために国有企業は人材確保・人員過剰の問題に直面することになった。中国経済は市場
経済へ転化し，競合他社が増加する状況にある。そのような中で，国有企業は，どのように人
材確保・人員過剰の問題を解決していくのが重要な課題となってきている２）。
　本稿では，人材をどのように確保し，人員過剰の問題を解決していくのか，それを課題と意
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識している。そして，雇用管理の改革の面から今後の方向を検討していく。国有企業にとって
中国特有の経済制度と政策は最大の制約条件となっている。それは中国企業について考察する
際には最も重要な規定要因となっているからである。
　本稿において，まず中国特有の経済制度と中国の政策の変遷を踏まえ，そして国有企業の雇
用改革を考察していく。具体的には，建国初期の政府主導に基づく「統包統配」の雇用管理を
辿り,人員過剰となった背景について概観する｡また,改革開放後,政策に基づく雇用管理の改
革を考察していく。最後に現状として残っている問題を取り上げ，今後の行方を模索していく。
１．「統包統配」型雇用の特徴と問題点
　建国初期，中国の雇用制度は失業者３）の就業問題を解決し，社会秩序を安定するという考
えに基づくものであった。そのために1950年代に旧ソ連から企業管理制度を導入し，未熟練の
労働者４）へ大量生産システムを確立していった。
　当時は計画経済体制で，人員は個々の企業の意思とは無関係に，国家の政策に基づいて統一
的，計画的に管理されていた。都市労働者の就業対策として「統包統配」５）が採用されていた６）。
この制度では，国有企業は労働局から労働力（賃金労働者）が分配されるが，採用権，解雇権
が与えられていなかった。また，従業員の選考並び雇用調整の自由も認められていなかった７）。
　分配されてきた人員に対する配置は一定的な基準に基づいて展開されず，管理者の主観意識
に多く依存された。また，昇進においては，「工人」の場合は政府の特別な許可を貰えなければ，
「幹部」に昇進することがほとんどなかった８）。
　経営者を含む幹部の場合，上級組織は間接の任免による「終身幹部」を適用していた９）。そ
れは中国では「能上不能下」（降職がない）10）の「鉄交椅」と言われている。こうした制度の
もとでは，経営者は実質的な行政実行者であり，経営能力よりも政治背景を持つ者が任命され
た。
　さらに，幹部や一般従業員は一度職に就くと解雇されなかった。つまり，就職後は一般的に
仕事の適応性及び仕事の出来具合と雇用調整とはつながっていなかったのである。彼らは定年
に至るまで遇し，定年退職11）後においても養老金を給付し，死ぬまで医療・住宅の提供され
るという，「終身」の生活保障できる環境を享受していた。
　このような「統包統配」の雇用は，短期間に失業の問題を解決し，大量生産における人員分
配の問題を解決した。しかし，それと同時に以下のような問題をもたらした。
第一，　人員配置の問題
　国有企業内の一般従業員は労働局から分配されていたため，企業内における従業員と企業の
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関係は，事実上は従業員と国家との関係であった。12）換言すると，従業員は事実上国家に雇わ
れた国家従業員であって，企業の必要性に応じて雇われた従業員ではなかったのである。つま
り，従業員が自らの希望の職場に従事することは出来なかった。また企業側からも必要な人材
を自由に配置する事ができなかった。
第二，幹部昇進の問題
　上位組織による経営能力よりも政治背景を持つ者が管理者へ任免された。また幹部の「能上
不能下」や工人の幹部への昇進も行われなかった。その結果，昇進欲求をもつ優秀な工人のモ
チベーションを高める事が出来なかった。また，政府の指導や管理者の管理素質の制限で企業
内における先進的独自的な管理理念に基づく管理を実行する事もできなかった。
第三，人員過剰の問題
　国有企業において解雇権が与えられてなかった。そのため余剰人員が生じた場合13）でも自
主的に解雇することが出来ず，組織の肥大化が進行した。余剰人員14）に対して，企業は「終身」
の生活保障があり，企業における経済負担は増え続けている。また，人員の「只进不出」15）は
人員の社会流動を阻害していた。一方では，「鉄飯碗」による雇用安定化16）は消極的な勤労態
度17）や低労働生産性18）をもたらした。
　このような社会主義計画経済体制下の「統包統配」制度は，労動力の商品化を認めない，い
わゆるマルクス主義の思想が根底にある。また当時の労動力供給の過剰傾向による構造の失業
者の大量発生を防ぐという直接的な目的があり導入されたのであった。19）
　その結果として中国企業の「終身雇用」は，労働力過剰の社会において就業可能な都市住民
に職を与えることができ，社会の安定をはかった。また事実上の終身雇用の請負により従業員
の生活安定を長期的に保障することができた。この２点では当時では大きなメリットがあっ
た 20）。
　しかしながら，1976年に周恩来や毛沢東といった建国以来の指導者の相次ぐ逝去，ならびに
「四人班」裁判による文化大革命の完全終結をきっかけに中国の実権を掌握した鄧小平による
階級闘争を重視する路線から経済建設を中心とする路線に移行した。同時に，“経済建設”，“市
場経済化”，“改革・開放”という政策の推進があった。そのような政策の実施によって，国有
企業は計画経済のもとでの行政指令機関から競争意識をもつ経営体へ変化してきている。
　そのような中国国有企業を取り巻く環境の変化は計画経済に応じる「統包統配」の雇用から
市場経済に対応する雇用へ改革することを要請しはじめた。そのような背景を受けて，国有企
業では現存の雇用問題を認識しながら，以下に述べるような市場経済に対応する雇用改革が始
まった。
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２．社会主義市場経済への転換と雇用改革の進展
　前述したように建国初期から改革開放されるまでの間，中国の国有企業においては，企業の
経営活動の多くは国家の行政命令で決められていた。その時点の国有企業は国家所有，国家経
営21）の「国営企業」22）であった。
　しかし，上述した中国の市場経済化への転換の環境背景を受け，国有企業は市場経済の中の
経営体に変化してきている。それに応じる国有企業の改革23）は国家と企業間の経営権の調整
を中心に進み始めた。その調整の中，約30年間に亘って中国の労動雇用制度の基本となってい
た「統包統配」制度24）が見直され，雇用に関する自主権の検討も取り上げられるようになった。
その改革の第一歩は下記の採用方針の転換である。それから契約雇用の推進，配置と昇進管理
の改革，雇用調整や退職管理の改革へと発展していった。
　採用方針の転換
　中共中央は1980年８月２日まで560万人を超える失業問題に直面していた25）。中共中央は「統
包統配」の雇用では都市労働者の就業問題に対応できないことを認識した。そして全国労働就
業工作会議を開催した。会議では，就業率を向上させるため，合作社や私営組織の発展を進め
ながら26），国有企業単位の旧来の「鉄飯碗」の労働終身雇用を見直した。そして労働雇用制度
を全面的に改革することを決議した。
　また，計画経済から市場経済への移行にともなって，就業政策としての「三結合による雇用
政策」（国による労働部門および民間部門による職業斡旋所の設立と個人の職業選択権の確立）
を実施し，従来の「統包統配」制度の改革が始まった。この実施によって，企業は労働計画の
範囲内で自由に必要な人材を採用することができるようになった。従業員も自由に職業を選択
する幅が増えるようになった。
　労働者雇用を改革すると同時に，幹部の雇用改革も進めた。1980年８月18日に鄧小平は当時
の党政不明な状況を見直した27）。『論党和国家領導制度的改革』を発表し，幹部人事制度の改
革を提案した。この発表は幹部終身雇用制度を廃棄し，従来の幹部任命方式を変え，委任や招
聘や選任と考任等多元な採用方式を明示した。このことから，労働者に対する雇用改革が経営
者にも同様に進められ，経営素質を重視してきている事がわかる。採用方針の転換の後，労働
契約関係においても改革が進んだ。それは下記「労働契約制度」の導入による契約雇用の普及
である。
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　契約雇用の推進
　改革後の経済体制改革の要求28）に応じ，企業の活力を強化し，「鉄飯碗」を見直すため，「労
働契約制度」の導入が行われた。1986年に原則的に「労動契約制度」に基づいて新入社員の契
約採用が可能となった29）。
　「労働契約制度」は国家指令による従業員と企業間の「終身雇用」の繋がりを断ち切り，労
動契約を一般化する制度の枠組みを整備することになった。政府から企業へと，労働力の配分，
つまり雇用管理に関する権限の委譲が進み，政府は従来のように労働力を直接配分する立場か
ら，企業の自由な採用活動を指揮・監督する立場へと変わった。
　その過程で，政府は，雇用管理の問題が政治社会体制の安定のみでなく経済のマクロコント
ロールにも大きな影響を及ぼすものであると認識している。雇用管理を完全に市場原理もとづ
くものではなく，労働市場に対する規制や介入の権限を温存するなどの政策をとっている。そ
れは段階的な改革路線，つまり，漸進的な規制緩和の政策としている。この改革によって労働
者と企業の双方に選択関係を確立できるようになり30），従来の従業員に対する国家管理を企業
自らの管理へと委託したのである。
　ところが，労働契約制度は新入社員を対象とした制度であり，既存の従業員との間で摩擦が
生じることになった。そのため，企業内には常用工と契約工の二重構造31）が生まれ，多くの
矛盾が発生し32），その解決策が労働力の再編成33）への試行に結びつくことになった。また，労
働契約制度の成功導入を実現するために常用工制度を考え直しはじめてきた。
　1992年２月25日に，労働部は，より高い労働生産性，より高い経済効率性を向上する目的で，
全員契約工試行の拡大に関する通知を公布した34）。そして，1990年代の後半から，これまでの
終身雇用を完全に廃止する35）方向が推し進められ，「全員労動契約制」が導入されることにな
った。
　これは，それまでの常用工に対しても労動契約制の対象を拡大することを目的としている。
つまり，最終的には，すべての従業員に対して労動契約を締結させることである36）。また，
1995年に労働紛争を下げ労働者と雇用組織の権利を明確にし，安定な労働関係を実現すること
を目的とした『労働法』が制定された。結果，全労働者が労働契約を結ぶことになり，労働市
場の成熟化の方向に進み37），契約雇用の普及を推進した。
　労働者の契約雇用を普及させる一方では，経営者の契約雇用の改革が『全民所有制工業企業
承包経営責任制暂行条例』の公布を機に進められた。その条例では国有工業企業の経営者の選
抜は公開的に企業内外から行なわれることを規定した。そして，請負う契約に契約期間におけ
る経営者の任期や責任や報酬などを明記することを規定するものであった。
　その後，労働部は『現代企業制度試点企業労働工資社会保険制度改革办法』を公布し，厰長
（経理），副厰長（副経理）及び財務管理のトップが取締役会と労働契約を結びことを規定した。
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また，同時期に始まった経営者市場の建設38）や経理人評価推薦中心の設立と経理人資格制度
の整備などによって，経営者労働関係を市場化させる前提条件は整備されてきている。さらに，
1999年９月22日に『中共中央关于国有企業改革和発展若干重大問題的決定』が公布され，上層
組織の推薦や市場構造及び社会的招聘を結合しながら経営者を選抜することを強調した。これ
によって，国務院国有資産管理委員会は2003年及び2004年にグローバルから国有企業の高級管
理者を調達することを着手し，2005年に25個の大型国有企業の高級管理者の海外調達を行った。
　このように国家は経営者に対する公正な契約雇用を一層重視してきている。経営者の契約雇
用の推進は「鉄交椅」の抜本的見直しを促進することになったが，企業は自主的に内外部市場
から適切な経営者を選択するまで至っていなかった。
　配置と昇進管理の改革
　従来の国有企業が採用権がなく，国家から人材は分配されていた。そのため従業員に対する
仕事の配置も難しかった。従業員の配置希望より経営管理者の主観意識に依存して企業内配置
は行われていた。国有企業においては人員過剰の問題を抱えており，十分に従業員のニーズを
考慮したうえで配置することができなかった。
　労働契約制の導入によって，雇用関係が個人と企業の要求をマッチした上で契約を結ぶよう
になったため，労働契約に応じる配置が可能となった。また，国家職業資格認定体系の形成39）
や職業分類の明確化の推進40）によって，人員配置も合理的に考えるようになってきた。しかし，
企業内配置転換による多能工育成は中国の国有企業で行われていない41）。
　労働契約制度の導入に続き，昇進の改革が行われた。まず旧来の「幹部」と「工人」という
二つの階層の身分を撤廃した。「工人」は「中専」もしくは「大専」以上の学歴を取得すれば，
「幹部」あるいは「技術者」に昇進することが可能になった。従来の任命制の幹部昇進を見直
して，一部の国有企業では，「上司推薦，大衆審議，組織承認」及び「自己推薦，大衆審議，
組織承認」という二通りの昇進方法が適応されるようになった42）。
　また，1991年に公布された「全人民所有制企業聘用制幹部管理暫定規定」により，国有企業
の幹部・技術者に関して，労働者の中から優秀なものを選抜し，招聘契約を規定出来るように
なった。つまり，「工人」は企業内外で専門教育を受けて，重要な持ち場と監督場を経て，能
力を高めれば，「幹部」になれるようになった。それと同時に従業員の能力開発を促進するこ
とが可能となった。
　しかし，多くの中国の国有企業においては企業発展の制限や昇進基準の年功化などの理由が
あるため，従業員の昇進が遅い現状になっている。そして，報酬や権利や地位等の面について，
幹部が技術者より優れているため，一般従業員や技術者両方とも管理者の昇進を期待してい
る。43）そこで，多数の国有企業は優秀な技術者や技能者の昇進ニーズに十分に対応できないた
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め，大量な人材流失が起こり続けている。今後昇進は個人のキャリアと関連し，管理職や技術
職と技能職を同等的に重視するように工夫していくことが必要であろう。
　雇用調整と退職管理の改革
　全員労働契約制度の実施に伴って，解雇の自由権もある程度認められてきた。1995年１月１
日から実施された労働法の第27条では下記のとおりである。企業が破産に瀕した場合や生産経
営状況に著しい困難が生じ，人員を削減する必要が確実にあるときは，30日前に労働組合また
は全従業員に状況を説明し，労働組合また従業員の意見を聴取した上で，労働行政部門に届け
出た後に労働者を解雇することができる。しかし，人員削減のルールが十分に明記されておら
ず，企業の「解雇の自由」は労働組合などの規制を受けることになっている。
　このような雇用制度の弾力化は，多くの労働者を抱え込み，採算が取れなくなった国有企業
の人員調整を実行するに際して，最終的な手段を行使する前提が法律によって定められたこと
になった。実際にこれを行使するに当たっては，国有企業が抱え込んでいる退職労働者の生活
保障の問題もあるため，人員調整を行うことは実際には困難である44）。つまり，解雇による雇
用調整では人員過剰の問題に対処しきれないという，以前と同じ問題が残されている。
　余剰人員に対する企業のリストラを促進しながら，1997年600万人の大失業者45）の生活問題
を緩和するため，1998年５月に国家は『关于切实做好国有企業下岗職工基本生活保障和再就職
工作的通知』を公布し，同年７月に下岗職工を再就職サービスセンターに依頼することを規制
した。そして「三条保障線制度」を構築することを主張した。
　「三条保障線制度」というのは下記三つの保障線のことである。具体的には下岗職工を再就
職サービスセンターに委託し，三年間の基本生活が保障できる第一線である。第二線は下岗職
工が再就職サービスセンターに委託されてから三年未満で再就職する場合，元の職場と労働関
係を解除し，二年以内の失業保険の生活保障を受けることである。第三線は，失業保険期以降
に再就職できなかった下岗職工に都市の最低生活保障費を受けることである46）。
　また，雇用調整に伴う過剰人員の対処について，国家は養老年金や健康保険や失業保険や傷
害保険と住宅制度等の社会保障制度47）の整備を着手した。国有企業はある程度雇用調整の自
主権の獲得，そして社会保障制度の整備の進行に応じて，企業内の退職管理48）の改革も始めた。
　制度改革以前では，生活における様々な面で，特に経済的な面で保障してきた。現在，企業
の退職者に従来の退職金だけ支給することから基礎養老金及び个人帳戸養老金を支給するこ
と49）に変わった50）。退職後医薬費に対しても，企業負担から，社会保険に委託するようになっ
てきている。このような退職管理の改革は過剰人員の削減の実施を推進することになってきて
いる。
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　以上，採用方針の転換や契約雇用への転換などの雇用改革を考察してきた。これらの一連の
改革は従来の「統包統配」の雇用管理を見直し，企業と従業員に応じる雇用管理を構築するよ
うになってきている。採用については，従来の労働局より人員分配から企業が自主的に従業員
を内外部から調達するようになった。
　また，全員労働契約制の導入による契約雇用の普及は雇用関係が国家と従業員の関係から企
業と従業員の関係に転換したと同時に，従来の管理者主観意識に左右された配置を変え，契約
に応じる人員配置の実現が可能になった。そして，経営者の「鉄交椅」を見直して経営者の経
営意識を向上させることが可能となった。
　昇進管理の改革の進行は工人が幹部に昇進することが可能になった。さらに，労働法の誕生
に伴い，企業は解雇権を法的に持つようになった。また退職管理は，従来の国家政策による企
業の終身的な保障から社会に委されるようになった。このような雇用改革は競争意識がなかっ
た企業と従業員の意識改革となった。そして企業と従業員の市場意識を促進することになった。
結果，人員過剰の問題を緩和し，人材が流動することが可能になった。
　しかし，それはまだ，完全に改革前にもたらした人員過剰の問題を解決していない。また優
秀な人材の流失という深刻な問題が浮き彫りとなってきた。以下においては，現代中国国有企
業における雇用課題について検討していく。
３．残された雇用課題
　中国国有企業は20数年間の雇用改革を経てもまだ完全に苦境から脱却していない。国有企業
はある程度雇用管理の自主権を獲得した。しかし，現状は国家による管理，介入が残存してお
り，国有企業が雇用管理の自主権が十分に発揮できない。現代中国国有企業において，下記の
ような課題を抱えている。
　第一，雇用自主権の限界
　改革開放以来，企業に対する行政上の制限が緩和されつつある。とはいえ，中国国有企業は
国家所有となっているため，国有企業は企業というより，国家の行政組織の一つとなってい
る51）。
　それゆえ，多くの現代中国国有企業の経営者が依然として政府行政から任命され52），その統
制介入を受け，雇用面の自主権が十分に掌握できていない。また，任免された国有企業の経営
者は必ず経営能力が高い人材ではない53）ため，合理な経営方針を打ち出すのが容易ではな
い 54）。それは，直接に経営方針に基づく雇用管理に影響を与えている。
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　第二，人材流失の進行
　労働契約制度により，企業と従業員とは，一定の条件の基に相互に選択し，平等な交渉を通
して，労働契約を締結することができるようになった。そして，労働者にとって職業選択が有
利になり，人材の合理的な移動を保証することになった。
　現在，硬直化した年功制度による給与や遅れる昇進やキャリアなどの国有企業の労働条件に
不満をもつ優秀な人材55）は，より良い労働条件を求められる企業，特に外資系企業へ転職56）
する傾向が強くなっている57）。政府主導の制度が根強い国有企業においては，この人材流失の
問題が国有企業にとって深刻になってきている。
　人材の流失により，企業内における人的資源の素質は急速に低下し，企業における人的資源
の能力を最大限に発揮することが出来なくなるからである。人材流失の理由を掘り下げ，人材
確保の方法の検討が現代中国国有企業における雇用管理の重要な課題となっている。
　第三，人材獲得の困難58）性
　改革前における「統包統配」は国から分配された人員を管理していた。企業は外部から人材
を調達することができなかった。現在，雇用改革の深化によって，企業は従来の人員の統一分
配から脱却し，必要な人材を必要な時に自主的に採用するようになった。
　現代中国においては，人材が乏しい59）一方で人材の需要が急速に増加している。外資系企
業は国有企業より，職場環境，キャリア，昇進，報酬等が優れている。そのため，人材を国有
企業よりも確保している。逆に国有企業は職務要求に適応できる人材が採用できないようにな
ってきた60）。このことは，国有企業の発展61）を阻害する一つの要因となっている。今後，外部
のみならず内外においても，人材獲得できるキャリアプランや昇進基準や報酬制度と職場環境
などを工夫していく必要がある。
　第四，人員過剰の課題
　旧来の国有企業では長期にわたる高就業を保障する政策の下で，多くの従業員を採用してき
た。そのため，余剰人員を抱えるという問題をもたらした。改革開放されてから，職業資格制
度の実施や職務の明確化などによって企業内余剰人員が顕在化し続けている。
　労働法の実施や社会保障制度の整備や「再就業サービスセンタ」の設立によって，企業は過
剰人員を削減することが可能になった62）が，実際上は容易に解雇することができない63）。常用
工との間で締結する労動契約に関しては長期労動契約が多く64），倒産，吸収，合弁などの事態
を除けば，大量解雇は殆ど無かった65）。企業内過剰人員の問題66）への対応は今後ともに大きな
課題である。
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　以上，指摘してきた雇用における諸問題により，企業に必要な人的資源が獲得・確保できな
くなってきている。また人員過剰による企業負担は，企業の発展の足枷となってきている。そ
れらの諸問題について今後の改革方向を検討してみたい。
　第一は，国有企業の経営組織構造の改革である。これを実現するためには国有企業と国家行
政機関の分離をさらに進めることが重要である。それにより，国有企業が自主的に経営を進め
る事につながり，雇用改革が一層進むのではないかと考えられる。
　また，経営者の採用改革は上層組織からの任命を避け，企業が自主的に市場から経営能力が
高い人材を獲得できる仕組みが必要である。経営者は企業の事情にもとづき経営理念を設ける
ことが可能になる。そして，雇用管理は企業の経営理念にもとづいて展開されるようになる。
　第二は，労働者の転職問題である。企業は転職理由を色々な観点から分析し，それを問題の
改善に取り組む必要がある。例えば，従来の行政的制限とは異なり，他社より良い経済上の賞
罰を用いて，人材の移動を抑制することが考えられる。
　また，従業員の企業に対する帰属意識を高めることにより企業に忠誠心を持つようにさせる。
従業員に企業の主人公という帰属意識を持たせるには，一方では，従業員が働いた成果が目に
見える形で還元されることであり，他方で，意欲を持って仕事に打ち込める職場環境を作るこ
とである。
　第三は，国有企業は内外部から優秀な人材が獲得できるため，従業員に与える内外部報酬に
ついて工夫する必要がある。公平・公正な評価制度や報酬制度を設け，それに基づく公平・公
正な外的報酬を従業員に提供する。そして，従業員キャリアを考慮しながら能力開発プランを
提示し，職務内容を設けることである。それは従業員が仕事を通じて成長することによる内的
報酬である。
　また，企業文化の形成を促進し，良い職業環境を提供していくことを努力する方法も考えら
れる。さらに，企業内部の従業員の能力開発を通じて，必要な人材となる素質を高めていくこ
とも重要な施策である。
　第四は，企業内過剰人員の雇用調整である。それらの人員を能力開発し，企業に必要な人材
として育成し，確保していくことが重要である。また，人員が不足である関連会社に移動させ，
活用していく方法が考えられる。もしくは，企業と個人が十分に交渉し，解約する選択も考え
られるのではないだろうか。
　しかし，特別な者（低能力な貧困者）に対しては，企業また国家からの支援対策も考える必
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要がある。この点については，2008年１月１日に実施される「新労働契約法」の導入によって
企業の対応が期待できるであろう67）。
おわりに
　以上で述べてきたように，「従業員の生活保障単位」と言われていた国有企業において，契
約雇用の普及や養老保険，医療保険，失業保険など各種社会保障制度の整備によって，企業の
経営機能は国家の社会福祉機能との分離は進んできている。
　それは国有企業内の過剰人員の問題を緩和させ，雇用管理の合理化を促進した。しかし，改
革開放政策の推進による計画経済から市場経済への転換や外資系企業・民営企業などの急速な
発展や人材の国際的な流動などの変化が起こり続けている中国において，現代中国国有企業は
人員過剰の問題が完全に解決できていない。また外資系企業や優良な民営企業などに競争でき
なくなってきている。結果，新たな人材流失などの雇用問題を直面してきている。
　これらの中国国有企業の雇用管理問題は，中国国有企業の組織構造と強い関わりがある68）。
国有企業の雇用管理はこの要因があるため，問題が顕在化してきていた。現時点において，国
有企業は独自の努力で雇用管理を更なる合理化させることは極めて困難ではないだろうか。従
って，国有企業と国家行政機関を分離させ，企業が完全な自主権を持つようにさせる必要があ
るということを本稿で指摘してきた。
　また，それを実現させながら，有能な従業員の流失を抑制し，人材を獲得するため，国有企
業は適切な経営理念に基づいて自らで他企業に勝つ優位性を持つ人材戦略（報酬，能力開発，
職務内容等の面から）の設計・実施を展開していくことが大事であろう。同時に，過剰人員に
対して，企業は特別者の雇用を配慮し，必要な人員削減を行う必要がある。
　その点については，2008年１月１日導入する『新労働契約法』の導入によって，大きな変動
が起こるであろう。企業の労働者の最低生活を保障しながら，人員過剰の問題を解決していく
方向に向かっていると思われる。そして，従来の人材流失の問題及び能力開発について期待で
きるだろう。別稿では，今後中国国有企業の組織の改革及び『新労働契約法』の実施状態を踏
まえながら，中国雇用管理の進展事態を検討していきたい。
付記
　本稿は桃山学院大学総合研究所の研究プロジェクト｢在中国日系企業の経営問題に関する総
合的研究｣(主査：故鬼塚光政教授)による研究の一環である。そして，本論文の執筆にあたり
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片岡信之教授から有益なご助言を賜った。ここに記して深く感謝申しあげる。また，本稿の作
成は「電子科技大学中山学院科研启動金費」の支援を受けた。記して電子科技大学中山学院に
お礼を申し上げる。
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命の影響を大きく受けた。その期間に国家は労働部門の職業紹介を否定し，「統包統配」を復活した。この
ような環境の中，企業は雇用自主権を保有していなかった。一方，労働者が自主的に就職活動を行なうこ
とも認められなかった。また知識人を農村で労働強制し，都市失業問題を農村に移転するようにしていた。
冯兰瑞「略论劳动就業环境的变革」『特区経済』2003年２月，18-23頁。
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の範囲内に従業員を採用していた。また，応募者が多く，少数の者しか採用されなかったため，従業員を
選考する方法は，一般的には公開募集ではなく，主に内部募集，つまり地域の労働局内部で労働局もしく
は企業管理者と関連している者から，新入社員を募集することになっていた。そして，選考基準は個人の
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　　雇用調整は国家の政策によって行なわれていた。具体的には1961年６月に，中共中央は「賃金労働者削減
任務に関する若干の問題に関する通知」で，賃金労働者削減の主要対象は「58年１月以降に作業に参加し
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11　中国において，漢代から退職（当時致仕と呼ばれる）に関する制度を作り出した。中华人民共和国が成立
初期（1950年），『中央人民政府政务院财经委員会関于退休人員处理办法的通知』を新中国の退職法として
誕生された。その後，1951年，1955年，1958年と1978年に修訂された。
　　1951年２月政務院は『労働保障条例』を公布した。その中，男性の定年年齢（60歳）と女性の定年年齢（50
歳）を規定した。また，1955年に国務院は『関于国家機関工作人員退職暫行办法』を公布し，女子幹部の
定年年齢（55）を規定した。
12　甘兆炯編『現代企業労働合同制度運作実務』広東旅遊出版社，1997年，90-91頁。
13　例えば，“三人分の仕事を五人でする”ことは国有企業では珍しくなかった。詳細は冯兰瑞『按劳分配・工
资・就業』经济科学出版社，1988年を参照されたい。
14　劉传済・王永江編『労働経済学辞書』河南人民出版社，1986年，129-130頁。姜渔・党晓捷・姜洪著馬洪・
孙尚清編『中国就業結構研究』山西人民出版社，1986年，124頁。
15　「只进不出」とは，分配されてきた人員は一旦企業に就職すると，解雇されることがほとんどなく，他企
業に流動することがない，という意味である。
16　社会主義の中国政治体制から見ると，労働者はいわば“国家の主人公として働く権利が憲法で保障されて
いた。そのため，中国の労働者は国家が雇用の安定を保障すべき義務であると認識しており，企業におけ
る終身雇用の形態が当然のことであると考えていた。彼らが長期的に従事できる仕事は「鉄飯碗」と呼ば
れている。
17　大きな失敗を起こさない限り，契約を打ち切られることはなかった。そのために従業員の向上心の意識が
薄れ，技術を学んで，業務に精通しようとする努力も欠けることになった。
18　労働者は自由な転職や職業選択権をもっていなかった。これにおける最大の弊害は労働者自らの能力が充
分発揮されなかったということである。特に，労働力が生産条件とマッチした場合に最大の効果を発揮す
る一方，労働力が生産条件と適合しなかったら労働生産性の低下をもたらす。「三人分の仕事を五人でする」
という水ぶくれ現象につながり，職場での責任体制が不明確になった。職場全体の労働規律も失われ，そ
の結果，生産効率の低下を招くことになった。
19　伊藤正一，前掲書。
20　長期的な視野から見ると，すべての就業可能な都市住民の就業を確保されるかどうかは疑問が残る。企業
は寿命がある生き物として考えられる。いつまでもすべての中国企業は分配されてきた労働力を有効に使
えるのだろうか。また，企業の業績に関係らず，国家の統一分配による労働力の分配は“三人分の仕事を
五人でする”ようになってきた。そのような人的負担を抱えていた企業は市場経済の導入に伴って長期的
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に競争力を保持することは困難であろう。結果として，すべての都市住民の就業を確保し難くなるのでは
ないかと考えられる。
21　国家は国有企業の経営範囲と経営目標を決定していた。そして計画的分配を通じて，企業に金，物，人な
どの経営資源を提供していた。また，その計画によって企業の製品を統一に流通し，企業の利潤・税金を
統一的に徴収するという仕組みであった。企業従業員の賃金においては，統一的に支給し，認可された企
業の各項目の予算支出に資金を割り振っていた。
22　1993年３月の第８期全人民代表大会第１次会議で憲法改正するまで，国有企業は「国営企業」と呼ばれて
いた。国営企業においては，所有権と経営権の何れも国に属していた。国有企業においては，政府行政部
門の指導から脱却して，市場経済に基づき独立した経営管理を行う企業に転換していった企業である。
23　中国国有企業の改革は大きく分けて以下の五段階を経ていることができる。
　　第一段階（1979～1983年）における改革内容は，企業への利益の内部保留，生産計画，製品販売，原材料
仕入れ，報奨手段など一部の自主権の付与や企業負担の軽減など企業への権益移譲などである。第二段階
（1984～1986年）では，利潤上納の租納税付への転換により国家と企業の利益配分を確立する段階である。
第三段階（1987～1990年）は，「国家が市場を調整し，市場が企業を誘導する」という経済メカニズムを生
み出した。「中華人民共和国全人民所有制工業企業法」の実施及び請負経営責任制の実行により，国有企業
の所有権と経営権の適当な分離，行政と企業との分離を模索する段階である。第四段階（1992～1997年）
は「中華人民共和国会社法」の施行に伴う国有企業メカニズムの転換を図る段階である。第五段階は97年
の第15回党大会以降株式の全面的容認である。
24　井上信広「労動経済と労使関係の展開」小林謙一編『中国沿海部の産業発展と雇用問題』第三文明社，
2002年，118頁。
25　建国初期，「統包統配」の雇用の実施によって失業問題が緩和されてきたが，「大躍進」や「文化大革命」
による中国の発展の停滞は新たな失業問題を齎した。
26　中国の就業改革の進行によって，以下のような成果を齎した。
１．全国の就業量が順調に上昇している。
就業量は1978年の40152万人から2006年の76400万人に増加した。その中，都市就業人員は9514万人から
28310万人に増加した同時に農村の就業人員は48090万人に減った。
２．就業構造も大きく変わった。第二，三産業の就業人員は増加し続けてきている。製造業と卸，商売の就
業者の増加最も多くなっている。2006年，第一産業就業者は32561万人に至った。そして，第二産業の就業
者が19225万人になり，第三産業の就業者が24614万人になった。第一，第二と第三産業就業者の人員の比
率が1980年の69.9：18.5：12.6から2006年の42.6：25.2：32.2に変化した。
３．国有企業の就業率が下がり続き，非公有制経済組織に就業率が上昇している。
私営組織の就業者は1978年の15万人から2006年の6966万人まで至った。
詳細は中国経済网のホームページhttp://finance.ce.cn/dissertation/macro/ldjy/index.shtml（2007年10月14
日）「改革开放三十年就業工作成就」を参照されたい。
27　鄧小平は官僚主義の組織体系を否定し，優秀な人材の選抜が中国の発展に深く関わることを強調していた。
詳細は中共中央文献编辑委員会『邓小平文选　第二卷』人民出版社，1983年，326-327頁を参照されたい。
28　中国共産党第12期中央委員会第３回総会（1984年12月20日）において都市改革がうたわれ，社会主義の計
画的商品経済を発展させるために，市場規制の作用を拡大することが強調された。
29　1980年にごく一部の企業で労働契約制のテスト試行が開始された。1982年８月に国務院労働人事部はまず
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国有建築企業で労働契約制を試行することを具体的に指示し，83年１月，労働契約制の試行を積極的に進
める通知を出している。この試行の経験を踏まえて，1986年７月に国務院は「国営企業契約労働制実施に
関する暫定規定」および関連する三つの暫定規定（「国営企業労働者採用暫定規定」，「国営企業規律違反従
業員解雇暫定規定」，「国営企業失業保険暫定規定」を公布し，こうして労働契約制は全国国有企業の新規
採用の労働者に対して普遍的に実施されるに至った。
30　企業が従業員を選考する場合は，応募者に募集要領を公布し，全面的に入社試験を行い，企業に必要な人
材を選考することができるようになった。一方，個人にとっても，企業を選んで応募することができるよ
うになった。だだし，新入社員を対象範囲として実施されることになった。
31　「労働契約制度」の実施初期段階では，従来からの常用工における固定制と契約工における合同制との２
種類の従業員（新人新制度・老人老制度と言われている）が企業内に併存することになった。
32　例えば，常用工と契約工が同一職場にいて，一方は一等公民であり，他方は二等公民とみなされ，二種類
の異なった労働者層を形成させる結果となった。このことは従来の常用工と新規の契約工との間に対立が
生まれ，お互いに協力しながら生産性を上げるということにはならなかった。詳細は塚本隆敏『中国にお
ける労働市場問題』中京大学商学会，1991年，118-130頁，及び川井伸一『中国企業改革の研究　──国家・
企業・従業員の関係──』中央経済社，1996年，199-205頁を参照されたい。
33　競争意識を企業内部に持ち込み，従来労働者個人が持っていた「親方五星紅旗」意識や企業内部での「寄
らば大樹の陰」的な意識をなくす方法である。例えば，労働者の意向を尊重して現場労働者の中から幹部
を選任して労働力の再編成を実行する。また，職場代表大会から民主的な方法で工場長，幹部を選任する
方法がある。そして，投票やテストなどの手段でもある。
34　湯樹龍栄・羽龍生編『労働法実務全書』中国工人出版社，1994年。
35　1995年１月１日に実施された『労働法』によると，企業形態を問わず，中国における企業の労働関係を確
立する場合は，労働契約を締結することが義務づけられることになった。
36　中国労働社会保障部・国家統計局の発表によれば，1997年末時点で都市部従業員の98.1％が労働契約を締
結するに至っている。
37　1984年から1994年にかける農村改革が大きな成果を得たことは農村労働力を大量に都市に流動することを
推進した。その農村労働力の流動は労働市場の発展を促進した。陶向南・高瑛「中国国有企業労働人事制
度的沿革及其未来展望」『江南学院学報』（江南学院）第16巻　第３号，2001年９月，85頁。
　　そして，1994年に人事部が「加速培養発展我国人材市場的意見」を公布し，人材市場の成熟化を一層促進
した。1998年末，全国の人材流動センター4506に至った。
38　1995年，国家人事部は唐山市と共同で中国の始めの「企業家人材市場」を創立した。現在，全国において，
「厰長経理人材市場（公司）」は20軒以上設立された。
39　1993年に中国の労働部は『職業技能鑑定規定』を公布した。その中，職業技能の認定については，社会の
職業技能認定所は国家が設定した標準に基づいて認定を行い，そして鑑定された場，労働部からの証明書
が取得することが可能となった。（具体的な国家職業技能鑑定体系の運営については図１を参照されたい。）
　　また，2000年に労働和社会保障部は『招用技術工種従業人員規定』を公布した。その中で，90個の職業に
ついて，職業免許を持つことを規制した。
　　上記のように，中国の社会的な職業技能認定体系は形成してきた。それの形成は国有企業の職業の明確化
や従業員の技能認定の公平化を促進した。しかし，国家が規定された職業以外に企業内では存在している
職業が多く存在している。それらの企業内の公平・公正な認定も必要である。また，現代中国においては，
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職業技能免許の実施は多くの問題が存在しているため，多くの企業は社会的な職業技能免許の取得の批判
も増え続けてきている。
40　1999年に労働和社会保障部は『中华人民共和国職業分类大典』を公開した。その中，中国の全職業を大き
く分けて８種類，それから66個に分け，さらに413個に分別し，最終的に1838個の職業に細分した。2005年
に『中华人民共和国職業分類大典』は修正され，情報産業やサービス産業と製造業に対して77個の職業を
増加した。
41　仲曄慶，前掲論文，30頁。
42　同上論文，30頁。
43　袁玲「国有企業晋昇制度的新思考」『湖南経済管理幹部学院学報』第17巻　第２号，2006年３月，39-41頁，
及び卢怀宝「国有企業科技人才晋升双梯制的建立与実施」『油气田地面工程』第25巻　第１号，2006年１月，
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訓練要領・鑑定規範
（出所：中国の職業技能鑑定に関する政策より作成）
図１
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１-３頁を参照されたい。
44　井上信宏，前掲論文，139頁。また，1996年にOECFと中国社会科学院経済研究所が実施した国有企業サー
ベイによると，48.5％の企業が解雇の自主権をまだ獲得していないという結果が出ている。和田義郎「中
国国有企業改革の分析──経済開発と企業──」『開発援助研究』第４巻　第４号，1997年。
45　1997年，中国は人員過剰の「下岗」による建国以来の第三回目の最も重大な失業問題に直面した。
46　章迪誠『中国国有企業改革編年史1978－2005』中国工人出版社，2006年，485-486頁。
47　現代中国国有企業における社会保険体系は図２のようである。
48　1978年６に国務院は『関于工人退休，退職的暂行办法』と『関于安置老弱病残干部的暂行办法』を公布した。
その中，①退職条件：男性の定年年齢（60歳），女子幹部の定年年齢（55）と女工人の定年年齢（50歳）が
法定退職年齢として規定された。その以外に，勤続年数が10年以上の非健康者や労災者は退職者として認
められる。　②退職手続き　③退職後の処遇：毎月の退職金，公費医療，食料品に関する補助金等である。
　④退職者の管理
49　1997年７月に国務院は『国務院関于建立統一的企業職工基本養老保険制度的决定』を公布した。その中で，
退職後の年金支給基準を規定した。基礎養老金の支給水準が省，自治区，直辖市あるいは地（市）の前年
社会保険体系
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（出所：中国の社会保険に関する政策より作成）
図２
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度の平均賃金の20％であり，個人貯金養老金の支給水準が個人の貯金残額から120を割る金額である。個人
の年金貯金が15年に満たしていない人員には基礎養老金を支給しなく，個人貯金養老金の支給は一括で全
額を支給することにった。
50　中国の年金制度は政府，企業と個人の面から一層の改革が必要である。孫晶言・李杰・梁健「我国企業年
金制度的探析」『科術咨询導報』2007年８月，130-131頁。
51　宏観経済研究院“深化中央企業改革”課題組（郭春丽执笔）「対当前国企改革存在問題的評析」『宏観経済
管理』2007年９月，57-60頁。
52　中国企業家調査系統のデータによると，81.5％の国有企業の経営管理者は上位組織に任免されている。中
国人事科学研究院『2005中国人材報告』人民出版社，2005年，105頁。
53　下記の1998年と2002年経営者の学歴からみると，2002年の経営者の素質が1998年より向上したが，高卒以
内の学歴を持つ経営者が依然大多数を占めている。 
年度 総数 修士以上 大卒 専門卒 専中卒 高卒以内
1998 262.5万人
0.5万人
（0.2％）
13.9万人
（5.3％）
53.8万人
（20.5％）
64.3万人
（24.5％）
129.8万人
（49.5％）
2002 212.3万人
0.91万人
（0.43％）
17.35万人
（8.2％）
53.71万人
（25.3％）
54.37万人
（25.6％）
85.88万人
（40.5％）
（出所：中国人事科学研究院『2005中国人材報告』人民出版社，2005年，101頁より作成。）
54　周一平「加快国有企業人事任免制度の改革」『探索与争鳴』2002年２月，25－26頁，及び梅娟「深化労働人
事制度改革推動国有企業全面発展」『西部探矿工程』2005年３月を参照されたい。
55　国有企業から流失した人材は主に以下の層に当たる。
１．大卒以上の人員
２．優秀な技術者や研究者と開発者
３．35歳以内の年齢層
４．１－５年の勤続年数
何岩「新形勢下国有企業人材流失問題的思考」『中共石家庄市委党校学報』第８巻　第12号，2006年12月，
30－31頁。
56　中国における離職要因は主に13項目（報酬，キャリア，企業文化，関係，会社発展，リーダシップ，成功感，
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2007年７月，38-40頁を参照されたい。
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１．不合理な低報酬
２．仕事内容（能力の発揮を制限された）
３．不公平・公正な評価
４．遅れる教育訓練制度
王健・施锦華・王奎言「国有企業人才流失的原因及对策」『人材開発』2004年５月，22頁，史豊民「国有企
業人材流失的対策分析」『企業家天地・理論版』2006年５月，40-41頁，黄攸宝「国有企業人才流失的原因
及对策」『発展研究』2007年１月，75-76頁，兰瑞方「新時期国有企業人材流失的深層次思考」『商場現代化
化』第47号，2006年６月，255-256頁，及び贾增起「浅谈国有企業人才流失」『天津冶金』2007年２月，53
頁を参照されたい。
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57　外資系企業の高級管理者や技術者及び技工の70％以上は国有企業から流動してきた者である。趙曙明「树
立人力資本意識」新華日報，1997年10月30日。
　　北京市が工業企業150を対象に対する調査によると，1982年以降に国有企業に就職した大卒者が64％流失し
た。流失先は主に外資系企業と合弁企業である。湯明袭「当前国有企業人材严重流失的原因及対策」『人材
与現代化』1997年３月。
　　中国社会調査事務所（SSIC）北京・上海・広州・武漢・重慶の国有企業500社に対する調査によると，1995
年から2000年までの間，外資系企業と合弁企業への流動率が54.7％であった。江洪明『跳槽与反跳槽』中
国严实出版社，2000年，188-189頁。
58　現代中国では，国有企業だけではなく，外資系企業や合弁企業を含む企業も人材獲得の問題に直面している。
例えば，自動車産業において，世界から国際人物を調達している。上海大众のPhilipMurtaughや吉利の許
敏や華晨の趙福などは外国から調達された人材である。暁文「汽車制造業：招揽国際人才，為走出国門蓄勢」
『国際人材交流』2007年５月，50-51頁。現在多くの企業は外国で留学されている留学生に目を向き，優位
な労働条件を打ち出し，留学生を獲得するようにしている。
59　例えば，全国７千万人の技術者の中で，初級技術者が60％，中級技術者が35％，高級技術者は3.5％にすぎ
ないという調査があった。詳細は冯暁芳「我国企業高級技工匮乏労働和社会保障部要求各地企業加快建立
現代企業人事用工与薪酬分配制度」『中国乡镇企業報』2002年10月21日，第１版を参照されたい。
60　現代中国においては，中・高級管理者や技術者の獲得が非常に困難となっている。商桑「何以破解中高级
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報』2005年４月２日，第４版，商桑「青島：高薪難聘高層次技術人才」『中国人事報』2005年９月２日，第
７版，魏和平「搜索人才千金難求」『中国青年報』2005年11月29日，第９版を参照されたい。
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（出所：中国財政年鑑編委会編『2005年中国財政年鑑』中国財政雑誌社，2005年により作成）
62　1995年から2003年まで，国有企業の失業者は4380人である。
　　Garnaut,R.,S.Tenev・宋立刚・姚洋『中国企業的所有制改革進程，成効及其前景』中国財政経済出版社，
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63　企業内における能力不足の従業員は，従来の国有企業における制度保障による安定感，安堵感などのため
企業から離れようとしない傾向が強い。実際に，７割以上の国有企業から技術・研究・開発人材の流出が
最も多くて，「出るべきひとが出ず，残るべき人が残らず」という状況である。徐向東『中国における人的
資源の形成と日本企業の技術移転：異文化組織における知の移転,共有と創造のメカニズムの探究』立教大
学，2001年，93頁。また，日本労働研究機構『中国国有企業改革のゆくえ──労働・社会保障システムの
変容と企業組織──』日本労働研究機構，2001年，260頁，及び楊杜「中国の人事労務管理」奥林康司・今
井斉・風間信隆編『現代労務管理の国際比較』ミネルヴァ書房，2000年，120頁を参照されたい。
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65　李捷生『中国「国有企業」の経営と労使関係──鉄鋼産業の事例〈1950年代～90年代〉──』御茶の水書房，
2000年，215頁。
66　現在の改革においては，改革前における雇用制度がもたらした人員過剰の問題をどのように解決していく
のかという課題がある。（趙建国「論伝統体制下国有企業過剰就業的形成及深化」『中国人口科学』2000年
５月，９-16頁。）また，辛作義・冯进路による国有企業220社の調査によると，経営者の上位組織の任免は
経営者の短期業績を重視する行動をもたらした。経営者が有限の資金を賃金の分配に入れているため，過
剰人員の削減に必要な費用や技術改良の資金は不足になる。そのため，現代中国国有企業における経営者
の上位組織任免が人員過剰の問題の解決を促進できず，企業の発展を阻害した。辛作義・冯进路「冗員，
政府干预与国有企業技術创新的実証分析」『河南大学学報（社会科学版）』（河南大学）第43巻　第１号，
2003年１月，97-101頁。
67　新労働契約法は人員削除の場合は，長期固定期間労働契約者，無固定期間労働契約者，高齢者又は未成年
者の扶養を抱える家庭の唯一な就業者に対しては，優先的に残すように規定している。
68　国有企業の組織構造の改革を進めることが，国有企業の雇用管理を合理化させる前提となろう。つまり，
国有企業は行政影響を受けず，経営組織として機能を発揮することにより，国有企業の雇用管理を合理化
に展開できるのではないかと考えられる。
 （2007年10月30日受理）
